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災害時要援護者の避難支援対策について
（ハザードマップ・要援護者対策について）



人命被害の回避に向けたソフト対策の充実

・洪水ハザードマップの作成を義務化し、的確な避難行動を支援
・洪水の水位情報など、流域住民に直接にリアルタイムで情報を提供

洪水ハザードマップ整備

浸水想定区域図を基に、洪水ハザード
マップ作成・公表
【目標】
平成２１年度末までに
→約１，５００市町村作成・公表

８７４市町村（平成20年９月末現在） ハザードマップ事例（久留米市）

平成１７年度水防法の一部を改正

●浸水想定区域の指定・公表を拡大

●洪水ハザードマップ作成を拡大・義務化

平成１３年度水防法の一部を改正
●洪水予報河川の拡充（都道府県管理河
川）
●浸水想定区域の指定・公表を義務化

●洪水ハザードマップ作成推進（努力義務）

●主要な中小河川においても避難に資する洪水情報を
提供（水位周知河川）

被害の最小限化に向け、ソフト対策として
「洪水ハザードマップの作成要領」を作成し、
洪水ハザードマップ作成推進（お願い）

平成６年度（「今後の河川整備はいかにある

べきか」 河川審議会答申）

平成１２年東海豪雨

「今後の水災防止のあり方について」 河川審議会答申

平成１６年新潟・福島豪雨、福井豪雨、１０号台風

総合的な豪雨災害対策についての緊急提言

豪雨災害対策緊急アクションプラン

情報伝達システムの整備
ソフト対策の推進の流れ

洪水予報河川、水位周知河川におい
て、浸水想定区域を指定・公表
【目標】
平成２１年度末までに
→約２，２００河川指定・公表

1,６１５河川（平成20年９月末現在）

浸水想定区域指定・公表

雨量計、水位計及
び監視カメラ等の
観測機器等の整備
を実施

浸水想定区域図イメージ
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洪水ハザードマップ

情報の情報の

伝達経路伝達経路

地下空間地下空間
の分布の分布

避難時の心得避難時の心得 ・・

持ち物持ち物
浸水想定区域・浸水深の明示浸水想定区域・浸水深の明示

避難先の避難先の

位置・名称位置・名称

連絡先連絡先

・行政機関・行政機関

・医療機関・医療機関
・ライフライン・ライフライン

管理機関管理機関

洪水ハザードマップの効果洪水ハザードマップの効果

平成１０年８月末の郡山市を中心平成１０年８月末の郡山市を中心
とした豪雨災害では、ハザードとした豪雨災害では、ハザード
マップにより避難開始時期が早まマップにより避難開始時期が早ま
る効果が認められている。る効果が認められている。

避難率避難率
（％）（％）

ハザードマップをハザードマップを
見た人見た人

ハザードマップをハザードマップを
見てない人見てない人

浸水想定区域や避難場所を住民に分かりやすく示し、災害時における住民の迅速か
つ円滑な避難行動や防災意識の高揚に役立てる



８０６
市町村

HM公表済
４６４市町村
（うち国管理河川
 との重複２３５）

HM未公表
３４２市町村

３１３河川
洪水予報河川
　　231河川
水位情報周知河川
　　　82河川

５５河川

７６１市町村

未公表河川

HM未公表
１５９市町村

７６１
市町村

ハザードマップの公表状況浸水想定区域の公表状況

（※３）

１，２１４
市町村

（※２）

HM公表合計
８３１市町村

HM未公表合計
３８３市町村

国
管
理
河
川

都
道
府
県
管
理
河
川

（※２）このほか浸水想定区域を含まない地域で
　　　　４３市町村がHMを公表している
　　　　（合計８７４市町村でHMを公表）

（※３）都道府県管理河川対象８０６市町村の
           うち、国管理河川対象と重複している
　　　　３５３市町村を控除している。

洪水予報河川
２５２河川

水位情報周知河川
１１６河川

合計３６８河川
約８００市町村

公表河川数

洪水予報河川
９３河川

水位情報周知河川
１，１５４河川

合計１，２４７河川
約９００市町村

９２２河川
洪水予報河川
　　　9１河川
水位情報周知河川
　　８３１河川

８０６市町村
（うち国管理河川
 との重複３５３）

公表河川数

３２５河川

未公表河川

（※１）

（※１）国管理河川との重複約４００市町村を含む
　　　　（重複を除いた場合約５００市町村）

HM公表済
６０２市町村

ＨＭ公表状況
平成２０年９月３０日現在

洪水ハザードマップ作成・公表状況（１）



洪水ハザードマップ作成・公表状況（２）
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※１ 浸水想定区域を含まない市町村でのHM作成を含む

洪水ハザードマップ作成・公表状況
（平成20年9月30日現在） 目標目標15001500市町村市町村
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※１ 浸水想定区域を含まない市町村でのHM作成を含む

洪水ハザードマップ作成・公表状況
（平成20年9月30日現在） 目標目標15001500市町村市町村



豪雨災害対策緊急アクションプラン（平成豪雨災害対策緊急アクションプラン（平成1616年年1212月）月）

● 浸水想定区域●● 浸水想定区域浸水想定区域

平成平成2121年度までに年度までに約２約２,,２００河川２００河川で公表で公表

● 洪水ハザードマップ●● 洪水洪水ハザードマップハザードマップ

平成平成2121年度までに年度までに約１約１,,５００市町村５００市町村で公表で公表

洪水ハザードマップ今後の公表目標



国土交通省における洪水ハザードマップ作成の支援体制

● 浸水想定区域図の作成公表の技術的支援● 浸水想定区域図の作成公表の技術的支援

● 浸水想定区域等調査に係る予算補助● 浸水想定区域等調査に係る予算補助

● 災害情報普及支援室による各市町村への実務支援● 災害情報普及支援室による各市町村への実務支援

「浸水想定区域図作成マニュアル」
「中小河川浸水想定区域図作成の手引き」

総合流域防災事業 (平成２１年度までの各年度)

・浸水想定区域調査
・ハザードマップ調査

１/３の国費補助
（ハザードマップについては、市町村へ県

費補助が ある場合に限る）

全国の河川事務所に設置
・市町村への実務支援
・協議会（構成例：事務所長、都道府県部長、市町村長）の運営



浸水想定区域における円滑かつ迅速な避難を確保するための措置の充実について

平成11年6月福岡水害による博多駅の状況

○近年の水災では、地下街等での浸水被害や高齢者等の災害時要援護者の被災が目立っている。
→平成１３年、１７年に水防法が改正。

・浸水想定区域内において、

②高齢者等の要援護者が利用する施設への洪水
予報等の伝達

①地下街等の所有者または管理者による避難確保計画
の作成

浸水想定区域内の高齢者等災害時要援護者が主に利用する施設へ
の洪水予報等の伝達方法を市町村地域防災計画に規定することに
より、情報伝達に万全を期す。

市町村地域防災計画に位置づけた浸水想定区域内の地下街等につい
て、地下街等の所有者または管理者が避難確保計画を作成することによ
り、的確な避難誘導体制の構築がはかれる。

・３５０市区町村（対象８５１市区町村）で市町村地域防災
計画に規定済み。

平成15年７月福岡水害による地下施設の浸水状況

・浸水想定区域、ハザードマップの作成は順次進捗。

①地下街等への洪水予報等の伝達、地下街等の所有者ま
たは管理者による避難確保計画の作成

②高齢者等の要援護者が利用する施設への洪水予報等の
伝達の対応が盛り込まれた。

・９市（対象７８市区町）で作成済み。（狛江市、横浜市、
長岡市、京都市、大阪市、姫路市、松江市、丸亀市、熊
本市）

（平成２０年８月３１日時点）

（平成２０年８月３１日時点）

いざという時の備え（施設リスト等）や地域防災計画の原案の作成を進めている。いざという時の備え（施設リスト等）や地域防災計画の原案の作成を進めている。

・８３８市区町村（９８％）で地域防災計画への規定またはい
ざというときの備え（施設リスト）が準備完了。

平成１６年７月１４日朝日新聞

・次のステップとして、実際に避難行動に結びつく訓練等を行うことが必要。・次のステップとして、実際に避難行動に結びつく訓練等を行うことが必要。

今後の取り組み

・「いざという時の備え（施設リスト）」を、速やかに地域防災計画に規定する。・「いざという時の備え（施設リスト）」を、速やかに地域防災計画に規定する。

・３３市で市町村地域防災計画に規定済み。

・７３市区町（９４％）で地域防災計画への規定またはい
ざというときの備え（施設リスト）が準備完了。

地下街・地下施設などや、病院、老人福祉施設、幼稚園などの水災に対する警戒避難体制の速やかな確立地下街・地下施設などや、病院、老人福祉施設、幼稚園などの水災に対する警戒避難体制の速やかな確立


